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1．背景 

わが国は、2040 年頃に 65 歳以上人口がピーク

を迎え、85 歳以上の救急搬送や在宅医療需要の急

増が予測される「2040年問題」に直面している 1）。

一方で、生産年齢人口の減少に伴う医療・福祉人

材の確保は限界に達しつつあり、特に地域格差の

拡大が懸念されている。無医地区、離島、交通困難

地域においては、医師不足や診療所機能の縮小に

加え、公共交通機関の衰退、気象条件による船の

欠航、薬局不足などが重なり、住民の継続的な受

診が物理的に阻害される「医療からの排除」が深

刻な課題となっている。 

このような状況を打開する「生存戦略」として、

医療 DX の推進とオンライン診療の活用が期待さ

れている 2）。2026 年 4 月の医療法改正により、新

たに「オンライン診療受診施設」が定義され、公民

館、郵便局、医療 MaaS（診療車）等の既存の地域

資源を診療拠点として活用する枠組みが整備され

た 3）。これにより、住民が日常生活の動線上で医

療にアクセスすることが可能となり、通院困難な

高齢者の身体的・経済的負担の軽減に寄与してい

る。 

また、患者が看護師とともに受診する「D to P 

with N（看護師同行型）」の形態は、画面越しの診

療で不足しやすい触診や聴診などの身体情報を現

地の看護師がフィジカルアセスメントによって補

完できるため、診療の質と安全性を担保する上で

極めて重要である 4）。令和 8 年度診療報酬改定に

おいても、「訪問看護遠隔診療補助料」や「看護師

等遠隔診療検査実施料」が新設され、このモデル

要旨 

本研究は、医療アクセスが制約される地域におけるオンライン診療受診施設の実装上の課

題と支援体制を明らかにすることを目的とした。医師、看護師、薬剤師、行政・地域支援職、

住民・患者の計 21 名を対象としたインタビュー逐語録を用い、質的記述的分析を行った。 

その結果、オンライン診療は、無医地区、離島、交通困難地域において、住民が生活圏内

で医療を受け続けるための手段となることが示唆された。特に、郵便局や公民館などの地域

資源を活用することで、通院負担の軽減や地域のつながりの維持に寄与していた。また、D 

to P with N では、看護師が患者のそばにいることで、患者の安心感、身体所見の補完、医師

への情報伝達を支えていた。一方で、オンライン診療は対面診療を完全に代替するものでは

なく、急変時、病状悪化時、看取りや死亡確認では対面診療や搬送への切り替えが必要であ

った。課題は、薬剤提供、通信・情報共有、感染対策、急変時対応、トラブル共有体制の整

備であった。安全で持続可能な運用には、看護師の役割の明確化、多職種・非医療職との連

携、行政による支援体制の構築が重要である。 
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の有効性が制度的にも位置づけられた 5）。 

一方で、社会実装においては多くの課題も顕在

化している。技術的な通信トラブルに加え、薬剤

配送費や振込手数料といった微細なコスト負担、

さらには非医療職（郵便局員等）が担うべき診療

を成立させるための運用支援業務の範囲など、実

務面での整理が求められている。また、将来的な

パンデミック発生時には、診療所を感染症対応に

特化させ、非感染者の慢性疾患管理をこれら受診

施設に分散させる「バックアップ拠点」としての

活用も期待されている。そのためには、現場で生

じた課題や解決策を地域全体で共有し、共に学び

を深める仕組みを築くことや、非常時の動線確保

を含めた実効性のあるガイドラインを整えていく

ことが大切である。 

本研究では、無医地区・離島等におけるオンラ

イン診療の実践を対象に、医療者、行政・地域支援

者、住民・患者の語りから、オンライン診療受診施

設の利点と課題、ならびに看護師の役割を明らか

にした。 

 

2．研究目的 

本研究の目的は、医療アクセスが制約される地

域におけるオンライン診療の実装過程に関与する

医療者、行政・地域支援者、住民・患者の語りを質

的に分析し、オンライン診療受診施設の利点と課

題、D to P with N における看護師の役割、多職種

連携、行政に求められる安全管理基盤、およびパ

ンデミック・災害時にも活用可能な地域医療モデ

ルの条件を明らかにすることである。 

本研究は、オンライン診療を単なる対面診療の

代替ではなく、地域医療を継続するための実装モ

デルとして捉える点に意義がある。また、D to P 

with N における看護師の役割や、多職種・非医療

職を含む支援体制を整理することで、今後のオン

ライン診療受診施設の運用マニュアル、安全管理

体制、教育体制を検討する基礎資料となる。 

 

3．研究方法 

1）研究デザイン 

本研究は、オンライン診療に関する現地インタ

ビューおよび調査記録を用いた質的記述的研究で

ある。 

2）対象者 

対象者は、医療アクセスが制約される地域にお

けるオンライン診療の実施、支援、運用、または利

用に関与した者とした。内訳は、医師、看護師、薬

剤師、行政・地域支援職、住民・患者とした。 

3）インタビュー内容 

インタビューでは、オンライン診療導入の経緯、

現在の診療体制、診療場所、D to P with N におけ

る看護師の役割、患者の受け止め、機器・通信・情

報共有上の課題、薬剤提供、急変時対応、感染対

策、行政に期待する支援、パンデミックや災害時

の活用可能性について尋ねた。 

 

4．分析方法 

逐語録および調査記録を精読し、内容のまとま

りごとに意味単位を抽出した。各意味単位に対し

て、対象者の語りに忠実なコードを付与し、類似

するコードを統合してサブカテゴリーを生成した。

その後、抽象度を高めてカテゴリーを形成する 

質的帰納的分析を主軸として実施した。さらに、

医師、看護師、行政・支援職、患者・住民、薬剤師

の職種・立場別の具体的な語りを整理し、カテゴ

リー別分析を補足する資料として提示した。職種

別結果は、各職種の期待、利点、不安、課題を抽出

した。 

 

5．倫理的配慮 

本研究は、研究代表者の所属する倫理審査委員

会の承認を得て実施した。対象者には、研究目的、

調査内容、自由意思による参加、途中辞退の自由、

個人が特定されない形で分析・報告することを説

明し、同意を得た。報告書作成にあたっては、氏

名、詳細な居住地、個人が推測される情報を削除
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または一般化し、匿名性の確保に努めた。患者・住

民については、高齢者が多いことを踏まえ、負担

に配慮しながら聞き取りを実施した。 

 

6．結果 

1）対象者の背景 

本研究の対象は、オンライン診療の運用に関与

する多職種および利用者、計 21 名であった。その

内訳は、医師 6 名、看護師 5 名、薬剤師 1 名、行

政・地域支援職 4 名、住民・患者 5 名であった。 

医療従事者のうち、医師は地域・離島医療の現場

からオンライン診療の導入や診療体制の構築を主

導していた。看護師は、患者のフィジカルアセス

メントに基づいた医師への情報伝達、機器操作の

補助、および円滑な受診のための直接的な患者支

援に従事していた。また、薬剤師は診療後の適切

な薬剤提供や服薬説明、配送体制の調整を担って

いた。行政・地域支援職は、事業継続のための費用

負担の調整や住民との合意形成、診療拠点となる

施設の管理運営、および関係機関との連絡調整を

包括的に担当していた。住民・患者は 80〜90 代の

高齢層であり、公共交通機関の衰退や身体機能の

低下による交通制約、医療機関へのアクセス困難

という切実な背景を持ちながら、日常生活圏内に

ある身近な施設での診療を利用していた。 

2）質的記述的分析により生成されたカテゴリーと

その内容 

 分析の結果、オンライン診療の地域実装に関す

る語りは、8 カテゴリー、20 サブカテゴリーに整

理された。カテゴリーは、地域資源を活用した診

療拠点化、D to P with N における看護師の役割、

対面診療との併用を前提とした対象選定、診療後

の薬剤提供、通信・情報共有、医療機器・感染対

策、多職種運用、急変・災害時の安全管理に関する

内容で構成された。なお、表中には各サブカテゴ

リーを代表するコードおよび語りを示した（表1）。 

分析の結果、オンライン診療の地域実装に関する

語りは、8 カテゴリー、20 サブカテゴリーに整理

された。以下、各カテゴリーの主な内容を示す。 

（1）暮らしの場で医療をつなぐ地域拠点化 

【暮らしの場で医療をつなぐ地域拠点化】では、

医療資源が限られる地域において、住民が生活圏

内で医療を受けるための診療拠点づくりが語られ

ていた。『医療資源不足・交通制約を背景とした導

入』では、医療確保が困難な地域でオンライン診

療が求められており、「2016 年 2 月に地元医院の

閉院に伴い無医地区となったため、医療確保の要

望が強かった」と語られていた。また、『既存の地

域資源を活用した診療場所の確保』では、郵便局

や公民館を診療拠点として活用する実践が示され

た。「郵便局は地域住民が行きなれており、診療費

の支払い（料金収納）や薬の配送も可能である」と

語られており、住民に身近な場所が診療の場とし

て用いられていた。 

（2）安心と診療の質を支える D to P with N の実

践 

【安心と診療の質を支える D to P with N の実

践】では、看護師が患者のそばにいることで、患者

の安心感と診療情報の補完が支えられていた。『看

護師同席による安心感』では、「看護師さんも傍に

おるからね」と語られており、看護師の同席がオ

ンライン診療を受ける患者の安心につながってい

た。また、『身体所見と患者の思いの補完』では、

看護師が触れて得た情報や患者が言いにくい思い

を補足していた。「患者さんの身体にさっと触れら

れる。触手で情報を取れるのは看護師しかいない」

と語られ、画面越しでは把握しにくい身体情報を

看護師が補っていた。 

（3）対面診療との併用を前提とした対象選定 

【対面診療との併用を前提とした対象選定】で

は、オンライン診療は対面診療を完全に置き換え

るものではなく、対面診療との組み合わせの中で

実施されていた。『対面診療を基盤としたオンライ

ン診療』では、「オンライン診療は、あくまで対面

診療で関係を構築してから実施することを重視し

ている」と語られていた。一方、『対面診療への切
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り替えが必要な場面』では、急変時や死亡確認で

はオンライン診療に限界があることが語られてい

た。「死亡診断、死亡確認ができるかどうか…もし

かしたらオンライン診療の限界かな」とされ、オ

ンライン診療の適用範囲を見極める必要が示され

た。 

（4）診療後まで切れ目なく支える薬剤提供・服薬

支援 

【診療後まで切れ目なく支える薬剤提供・服薬

支援】では、診療後の薬剤提供や服薬説明が、オン

ライン診療の継続に関わる要素として語られてい

た。『薬局不足による薬剤入手の負担』では、「薬局

が近くにないから車で 20 分ぐらいの薬局まで取

りに行く」と語られ、薬剤入手に伴う移動負担が

示された。一方、『薬剤師による服薬説明と配送支

援』では、「画面で薬局の人の話を聞くだけで、抵

抗もなかった」「毎回薬剤師が自宅まで持ってきて、

親切に教えてくれる。便利で助かっています」と

語られており、薬剤師による服薬説明や配送支援

が行われていた。 

（5）．オンライン診療を支える通信・情報共有体

制の課題 

【オンライン診療を支える通信・情報共有体制

の課題】では、通信環境、機器操作、情報共有に関

する課題が語られていた。『通信環境と機器操作の

課題』では、「デバイスのトラブルと通信のトラブ

ルが大きく（課題に）しています」と語られ、通信

や機器の不具合がオンライン診療の運用上の課題

となっていた。また、『患者情報の共有不足』では、

「カルテも正直、ちょっと私たち見れない今の状

況じゃ」と語られており、看護師が患者情報を十

分に把握しにくい状況が示された。 

（6）．医療機器・物品・感染対策を支える場の安

全管理 

【医療機器・物品・感染対策を支える場の安全

管理】では、医療機関以外の場所で診療を行うた

めの物品管理、医療廃棄物処理、感染対策が語ら

れていた。『医療物品と医療廃棄物の管理』では、

「血圧計、SPO2 測定器、採血用の注射器、スピッ

ツなど最低限のものを鹿野診療所より持参」「医療

廃棄物は鹿野診療所に持ち帰る」とされ、必要物

品の持参と廃棄物処理の方法が示された。また、

『感染対策とパンデミック対応』では、「感染物の

取り扱いや検査に関するマニュアルや動線の整備

が必要」「パンデミックに備えた対応策を検討すべ

き」と語られており、感染拡大時を想定した対応

の必要性が示された。 

（7）多職種・非医療職で支える運用のしくみ 

【多職種・非医療職で支える運用のしくみ】で

は、医師・看護師だけでなく、郵便局職員、ケアマ

ネジャー、薬剤師、行政などが運用を支えていた。

『郵便局職員・ケアマネジャーによる運用支援』

では、「作成されていたマニュアル通りに機器のセ

ッティングをして実施できた」と語られ、非医療

職が機器準備や診療準備に関わっていた。 

また、『薬剤師・看護師・医師の連携』では、「看護

師さんたちがそこにいてくれて、本来聞けなかっ

た数値だとか患者さんの状態を教えていただける」

と語られており、看護師が現地で得た患者情報が

薬剤師や医師との連携に活用されていた。 

（8）急変・災害に備える安全基盤 

【急変・災害に備える安全基盤】では、急変時対

応、非医療職の不安、トラブル共有の必要性が語

られていた。『急変時の対応と搬送連携』では、「急

なことが一番困る」「つながらなかったときは〇〇

に電話して助言してもらった」と語られており、

急な症状への対応や救急相談・搬送につなぐ体制

が課題となっていた。また、『トラブル・ヒヤリハ

ットの共有』では、「運用開始後の有害事象やヒヤ

リハットが起こった場合の情報の収集・定期的な

検証を行っていただかないと不安」と語られてお

り、オンライン診療開始後の安全管理体制の必要

性が示された。 

３）職種別にみたオンライン診療に関する具体的

な語り 

職種・立場別にオンライン診療に関する語りを
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整理した結果、医師、看護師、行政・支援職、患

者・住民、薬剤師では、それぞれ異なる利点と課題

が示された。表 2 では、各職種・立場におけるメ

リット・期待、デメリット・不安・課題、および結

果として読み取れる内容を整理した。 

医師では、オンライン診療は離島・交通困難地

域において、船の欠航時や患者の移動困難時に診

療を継続する手段として捉えられていた。また、

慢性疾患の定期通院や C-PAP 管理など、病状が安

定している患者には適していることが示された。

一方で、触診や聴診など対面診療で得られる情報

が少なくなること、死亡診断や最終確認には限界

があること、さらに継続可能な運用のためには保

険点数や経営面の検討が必要であることが示され

た。 

看護師では、患者と医師の間で情報を伝達し、

患者の状態を観察しながら診療を支える役割が示

された。特に、患者の身体に触れて状態を把握し、

画面越しでは伝わりにくい変化を補うことが看護

師の強みとして整理された。一方で、カルテ閲覧

権限が限定されることによる情報共有の不足、機

器操作やトラブル対応、物品管理、感染対策など、

オンライン診療の現場を支えるうえでの実務的負

担も示された。 

行政・支援職では、オンライン診療は船の欠航

時など交通制約を補う手段であり、郵便局など住

民が行き慣れた場所を地域資源として活用できる

ことが示された。また、郵便局職員等は、機器の準

備、患者誘導、診療場所の管理など、診療を成立さ

せるための運用支援を担っていた。一方で、薬の

配送や費用負担、将来的な医師・看護師の確保、非

医療職が関与する場合の緊急時対応が課題として

示された。 

患者・住民では、身近な場所で診療を受けられ

ることや、船の欠航時にも医師とつながることが

できる点が肯定的に受け止められていた。また、

看護師やケアマネジャーがそばにいることは、説

明の補助や不安軽減につながっていた。一方で、

対面診療への安心感、機器操作への不安、診療後

の薬の受け取りや説明体制に関する課題も示され

た。 

薬剤師では、オンライン服薬指導の実施可能性

や、看護師から得られる患者情報を服薬支援に活

用できることが示された。一方で、薬の配送コス

トや手間、薬局の収益面、追加の服薬指導を含む

業務量などが課題であった。 

 

7．考察 

1）オンライン診療受診施設は、医療を生活圏につ

なぐ地域実装モデル 

本研究では、【暮らしの場で医療をつなぐ地域拠

点化】が示された。オンライン診療は、単に医師と

患者を画面でつなぐ診療方法ではなく、無医地区、

離島、交通困難地域において、住民が生活圏内で

医療を受け続けるための仕組みとして機能してい

た。厚生労働省は、オンライン診療について、対面

診療と適切に組み合わせて実施することを基本と

しており、医療アクセスが困難な患者への受診機

会の確保に活用できることを示している 3）6）。本

研究でみられた郵便局や公民館の活用は、医療機

関に患者を集めるのではなく、住民が日常的に利

用する場へ医療を近づける実践である。また、患

者・住民は、身近な場所で診療を受けられること

や、地域の人々との交流を肯定的に受け止めてい

た。したがって、オンライン診療受診施設は、医療

アクセスの確保だけでなく、地域のつながりや見

守りを含めた地域医療の再構築に寄与する可能性

がある。 

2）D to P with N は、安心と診療の質を支える中

核的実践 

【安心と診療の質を支える D to P with N の実

践】では、看護師が患者のそばにいることにより、

患者の安心感と診療情報の補完が支えられていた。

オンライン診療では、触診や聴診、患者の表情や

生活背景など、対面診療で得られる情報が制限さ

れる。その不足を補っていたのが、現地にいる看
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護師であった。厚生労働省資料では、D to P with 

N において、看護師等が患者側に同席し、医師の

指示のもとで診療の補助を行うことが示されてい

る 4）7）。本研究でも、看護師は患者の身体に触れて

得た情報を医師へ伝え、患者が医師には言いにく

い思いを補足していた。これは、看護師の役割が

単なる機器操作の補助ではなく、遠隔環境で患者

の状態を把握し、診療の質を支える専門的実践で

あることを示している。 

今後、D to P with N を安全に実装するためには、

看護師の役割を、フィジカルアセスメント、患者

の訴えや生活背景の把握、医師への報告、急変時

判断、診療後支援を含む実践として明確化する必

要がある。 

3）オンライン診療の実装には、診療前後を含む運

用体制の整備 

本研究では、【対面診療との併用を前提とした対

象選定】、【診療後まで切れ目なく支える薬剤提供・

服薬支援】、【オンライン診療を支える通信・情報

共有体制の課題】が示された。オンライン診療は、

慢性疾患の定期通院や病状が安定している患者に

は有用である一方、急変時、病状悪化時、看取りや

死亡確認では限界がある。厚生労働省の指針でも、

オンライン診療では診断や治療に必要な医学的情

報を十分に得ることが困難な場合があり、対面診

療への切り替えや薬剤管理に注意が必要であるこ

とが示されている 3）。したがって、オンライン診

療の対象者選定基準と、対面診療・訪問診療・救急

搬送へ切り替える基準を明確にする必要がある。

また、オンライン診療は診察のみで完結しない。 

本研究では、薬剤師による服薬説明や薬剤配送

が受診継続を支えていた一方で、配送費用、薬局

側の手間、薬の即時性が課題であった。薬局が少

ない地域では、診療後の薬剤提供を含めて体制を

整えなければ、住民にとって実質的な医療アクセ

スの改善にはつながらない。さらに、通信環境、デ

バイス操作、カルテ閲覧権限、個人情報保護、医療

物品、医療廃棄物、感染対策も実装上の重要な課

題である。WHO のデジタルヘルスに関する指針

でも、デジタル技術の導入には、有効性だけでな

く、実施可能性、受容可能性、資源投入、公平性を

含めた検討が必要とされている 8）。オンライン診

療受診施設では、通信機器を整備するだけでは不

十分であり、診療前準備、診療中の支援、診療後の

服薬支援、急変時対応までを含む運用設計が求め

られる。 

4）今後の実装課題は、多職種連携・安全管理・持

続可能性 

本研究では、【多職種・非医療職で支える運用の

しくみ】および【急変・災害に備える安全基盤】が

示された。オンライン診療受診施設は、医師・看護

師のみで成立するものではなく、薬剤師、ケアマ

ネジャー、郵便局職員、行政職員などが診療の場

と流れを支えていた。特に、郵便局職員やケアマ

ネジャーなどの非医療職は、機器準備、患者誘導、

診療場所の管理、緊急時連絡など、診療を成立さ

せるための運用支援を担っていた。これらは医療

行為ではないが、オンライン診療受診施設を安全

に機能させるために不可欠な役割である。今後は、

非医療職が担う範囲と、医療職へ引き継ぐ範囲を

明確にし、職種別の教育とマニュアルを整備する

必要がある。また、急変時対応やトラブル・ヒヤリ

ハットの共有体制も課題である。オンライン診療

では、通信障害、機器不具合、情報伝達ミス、薬剤

配送の遅延、急変時対応の迷いなどが生じる可能

性がある。そのため、行政には、個別施設の対応に

任せるのではなく、トラブルやヒヤリハットを収

集・検証し、地域の医療者へ還元する安全管理の

ハブとしての役割が求められる。さらに、持続可

能性の観点からは、機器整備費、通信費、人件費、

薬剤配送費、薬局や郵便局の業務負担、保険点数

や経営面の課題を検討する必要がある。 

オンライン診療受診施設を継続的に運用するた

めには、特定の医療機関や薬局、行政、住民のいず

れかに過度な負担が集中しない仕組みづくりが重

要である。 
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本研究の結果から、オンライン診療受診施設は、

医療アクセスが制約される地域において、医療を

生活圏へつなぎ直す地域実装モデルであることが

示された。その中核には D to P with N による看護

師の専門的支援があり、情報の補完と安心感を支

えていた。オンライン診療の価値は、デジタル技

術そのものではなく、看護師の専門性、地域資源、

多職種連携、行政の調整機能が統合されることで

初めて発揮されると考えられる。 

   

8．結論 

本研究では、医療アクセスが制約される地域に

おけるオンライン診療受診施設の実装について、

21 名のインタビュー逐語録をもとに質的記述的

分析を行った。その結果、オンライン診療は、無医

地区、離島、交通困難地域において、住民が生活圏

内で医療を受け続けるための手段となる可能性が

示された。 

特に、D to P with N では、看護師が患者のそば

にいることで、患者の安心感、身体所見の補完、医

師への情報伝達が支えられていた。一方で、オン

ライン診療は対面診療を完全に代替するものでは

なく、急変時、病状悪化時、看取りや死亡確認で

は、対面診療や搬送への切り替えが必要であった。 

今後は、対象者選定基準、対面診療への切り替

え基準、薬剤提供、通信・情報共有、感染対策、急

変時対応、トラブル共有体制を整備する必要があ

る。オンライン診療受診施設を安全かつ継続的に

運用するためには、看護師の役割の明確化、多職

種・非医療職との連携、行政による安全管理と費

用面の支援が重要である。 
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表 1 オンライン診療の地域実装に関するカテゴリー・サブカテゴリー・代表的な語り 

 

カテゴリー サブカテゴリー 代表的な語り 

1．暮らしの場で医療を

つなぐ地域拠点化 

医療資源不足・交通制約を背景とした導入 「2016 年 2 月に地元医院の閉院に伴い無医地区となったため、医療確保の要望が強かった」 

既存の地域資源を活用した診療場所の確保 
「郵便局は地域住民が行きなれており、診療費の支払い（料金収納）や薬の配送も可能であ

る」 

受診負担の軽減と地域のつながり 「近いところで受診出来て嬉しい」「人が集まるきっかけになっている」 

2．安心と診療の質を支

える D to P with N の実

践 

看護師同席による安心感 「看護師さんも傍におるからね」 

医師と患者をつなぐ情報補完 
「看護師がいることで、伝えたいことが伝わりやすくなり、また患者の意向も通訳されること

でよくわかり、診療が容易となる」 

身体所見と患者の思いの補完 
「患者さんの身体にさっと触れられる。触手で情報を取れるのは看護師しかいない」「患者さ

んも、画面越しでは言わないようなこと、医師には言わないようなことも察して伝えている」 

3．対面診療との併用を

前提とした対象選定 

対面診療を基盤としたオンライン診療 「オンライン診療は、あくまで対面診療で関係を構築してから実施することを重視している」 

オンライン診療に適した対象 「慢性疾患の定期通院、特に C-PAP の外来治療などは非常に適している」 

対面診療への切り替えが必要な場面 
「定期船では間に合わない緊急時は緊急船をだしてもらう」「死亡診断、死亡確認ができるか

どうか…もしかしたらオンライン診療の限界かな」 
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4．診療後まで切れ目な

く支える薬剤提供・服薬

支援 

薬局不足による薬剤入手の負担 「薬局が近くにないから車で 20 分ぐらいの薬局まで取りに行く」 

薬剤師による服薬説明と配送支援 
「画面で薬局の人の話を聞くだけで、抵抗もなかった」「毎回薬剤師が自宅まで持ってきて、

親切に教えてくれる。便利で助かっています」 

薬剤配送の費用・即時性・持続可能性 
「配送コストや手間についての検討が必要…かなりもち出しというかサービスというか」「薬

が次の日になるのがね…」 

5．オンライン診療を支

える通信・情報共有体制

の課題 

通信環境と機器操作の課題 「デバイスのトラブルと通信のトラブルが大きく（課題に）してます」 

患者情報の共有不足 
「カルテも私たち見れない今の状況じゃ…」「薬剤師さんが見れないので、そこは電話でお伝

えしたり、FAX で報告を流したりする」 

連絡手順と個人情報管理 
「患者さんが当日郵便局に来ない場合、誰が患者さんに電話するのか」「個人情報の漏洩に留

意して、当日診療所の職員が PC をもってセッティングする」 

6．医療機器・物品・感

染対策を支える場の安全

管理 

医療物品と医療廃棄物の管理 
「血圧計、SPO2 測定器、採血用の注射器、スピッツなど最低限のものを鹿野診療所より持

参」「医療廃棄物は鹿野診療所に持ち帰る」 

物品管理と診療空間の動線整備 
「診療所の物品管理に課題があり、期限切れの検査用品が多く存在…ちょっと在庫が多い」

「郵便局の入り口と巡回診療所の入り口は完全に別である」 

感染対策とパンデミック対応 
「感染物の取り扱いや検査に関するマニュアルや動線の整備が必要」「パンデミックに備えた

対応策を検討すべき」 

7．多職種・非医療職で

支える運用のしくみ 

郵便局職員・ケアマネジャーによる運用支援 
「作成されていたマニュアル通りに機器のセッティングをして実施できた」「オンライン診療

時にはケアマネージャーや看護師が患者のサポートを行う体制を維持する」 

薬剤師・看護師・医師の連携 
「看護師さんたちがそこにいてくれて、本来聞けなかった数値だとか患者さんの状態を教えて

いただける」 

行政の広報支援と地域合意形成 
「もっと多くの住民の方に利用してもらえるように広報することが必要だと感じている」「今

の診療所での診療は無くならないでほしいと思う」 
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8．急変・災害に備える

安全基盤 

急変時の対応と搬送連携 「急なことが一番困る」「つながらなかったときは♯7119 に電話して助言してもらった」 

非医療職の緊急時不安 
「医師がいない時はどうするのか考え、何かあったときは診療所に電話することになると思っ

ている」 

トラブル・ヒヤリハットの共有 
「運用開始後の有害事象やヒヤリハットが起こった場合の情報の収集・定期的な検証を行って

いただかないと不安」 

 

 

 

 

表 2 職種別にみたオンライン診療に関する具体的な語り 

 

職種 メリット・期待に関する語り デメリット・不安・課題に関する語り 結果として読み取れる内容 

医師 

離島・交通困難地域では、船の欠航や患者の移

動困難時にオンライン診療が有効な手段とな

る。電話のみではなく、患者の表情や様子を確

認しながら診療できる点が利点である。 

触診や聴診など、対面診療で得られる情報が少

なくなることが課題である。また、死亡診断や

最終確認はオンライン診療の限界であり、医師

の現場訪問が基本である。 

医師は、オンライン診療を地域医療の補完手段

として評価しつつ、身体診察の限界、急変時対

応、死亡確認など、オンライン化できない領域

を明確に認識している。 

慢性疾患の定期通院や C-PAP 管理など、病状

が安定している患者にはオンライン診療が適し

ている。 

オンライン診療を継続するためには、医療者の

努力だけでなく、保険点数や経営面の課題を調

査し、持続可能な運用方法を検討する必要があ

る。 

医師は、臨床的な有用性だけでなく、継続可能

な運用のための経済的裏づけを課題として捉え

ている。 
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看護師が患者のそばにいることで、患者の状態

や意向が医師に伝わりやすくなり、診療が行い

やすくなる。 

オンライン診療を巡回診療の単なる代替手段と

することには慎重な姿勢があり、地域住民の理

解と納得を得る必要がある。 

医師は、D to P with N の有用性を認めつつ、オ

ンライン診療を対面診療の置き換えではなく、

組み合わせて活用するものとして捉えている。 

看護師 

看護師は、患者と医師の間で情報を伝達し、患

者の状態を観察しながら診療を支えている。患

者の訴えや身体所見を医師に伝える役割があ

る。 

カルテ閲覧権限が限定され、看護師が患者の経

過や人間関係を把握しにくいことが課題であ

る。 

看護師は、オンライン診療の現場を支える中核

的存在である一方、十分な情報共有がないまま

判断や支援を求められる負担を抱えている。 

看護師が患者の身体に触れて状態を把握し、画

面越しでは伝わりにくい変化を補うことが強み

である。 

機器操作やトラブル対応を自立して行えるよ

う、技術的な教育を強化する必要がある。 

看護師には、従来の診療補助に加えて、遠隔環

境における観察力、情報伝達力、機器操作力が

求められている。 

D to P with N が良いに決まっている、看護師同

席による安心感や診療情報の補完がされる。 

Ns がいなくても実施できる体勢を作っておくこ

とも重要 

看護師は D to P with N の有用性を認識しつ

つ、看護師不在時にも診療が成立する仕組みの

必要性を捉えている。 

看護師が定期的に島を訪問し、医師が遠隔で診

療を行う体制は、医師不足地域での医療継続に

関わる方法である。 

診療所の物品管理、期限切れ物品、在庫管理、

感染対策、診療所内の動線整備が課題である。 

看護師は、診療補助だけでなく、物品管理、感

染対策、診療環境の整備にも関与している。 

行政・

支援職 

離島では、オンライン診療が船の欠航時など交

通制約を補う代替手段として定着しつつある。 

薬局が少ない地域では、薬の配送や費用負担が

大きな課題である。 

行政・支援職は、オンライン診療を地域医療維

持の手段として捉えつつ、費用負担、配送、運

用体制の整備を課題として認識している。 

郵便局など住民が行き慣れた場所は、診療費の

支払いや薬の配送とも関連づけやすく、地域資

源として活用できる。 

医師や看護師の人材確保が将来的に困難になる

可能性があり、診療所維持が課題である。 

行政・支援職は、既存の公共的資源を活用しな

がら、将来の医療提供体制を再構築する必要性

を認識している。 
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郵便局職員等は、機器の準備、患者誘導、診療

場所の管理など、診療を成立させるための運用

支援を担っている。 

非医療職が関与する場合、緊急時にどこまで対

応するか、医療職へどの時点で引き継ぐかにつ

いて不安がある。 

行政・支援職には、医療行為ではなく、診療の

場と流れを支える運用支援の役割が求められて

いる。 

患者・

住民 

患者は、船の欠航時などにオンライン診療を利

用し、医師と話せることや、身近な場所で診療

を受けられる 

一方で、オンライン診療の利便性を認めつつ

も、対面診察の方が安心感が強いという思いが

ある。 

患者は、オンライン診療を必要な手段として受

け入れながらも、対面診療の安心感を重視して

いる。 

看護師がそばにいることで、説明の補助や不安

軽減につながっている。検査や採血を看護師が

現場で行うことにも可能である。 

高齢患者は、機器操作を自分で行うことに不安

があり、看護師やケアマネジャーのサポートが

必要である。 

患者にとって、オンライン診療を受け入れる条

件は、技術そのものではなく、そばに支援者が

いることである。 

患者は、自宅近くの交流センターで診療を受

け、地域の人々との交流も楽しんでいる。 

診療後の薬の受け取りや説明の流れには課題も

あり、薬剤師とのやり取りは電話が中心となる

場合がある。 

患者は、診療そのものだけでなく、診療場所で

の交流、薬の受け取り、説明体制も含めてオン

ライン診療を評価している。 

薬剤師 

薬剤師がオンライン服薬指導の経験を積み、患

者の受け入れも良好である。 

薬の配送コストや手間、薬局の収益面が課題で

ある。 

薬剤師は、オンライン服薬指導の実施可能性を

感じつつ、配送や収益面の課題を抱えている。 

オンライン診療時には、医師と薬剤師がそれぞ

れ待機し、看護師が現地で患者の状態を把握し

て情報共有を行っている。 

薬剤配送や追加の服薬指導を行う体制には、業

務量や持続可能性の課題がある。 

薬剤師にとって、看護師から得られる患者情報

は服薬支援の質を高める一方、配送と業務負担

が継続性の課題である。 

 

 


